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　皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。ここに、ニックステクニカルレ

ポート2014をお届けいたします。2013年度に発注者の皆様からいただいたお仕事を中心に、知見と

なるものをピックアップして取りまとめたものでございます。まだまだ技術研鑽の道半ばであり

ますが、ご笑納いただければ幸いです。

　今回も、引き続き内閣官房参与の藤井聡京都大学教授に寄稿いただいております。第二次安倍内

閣の基本方針として盛り込まれた国土強靭化の推進にともない設立された「ナショナル・レジリエ

ンス（防災・減災）懇談会」で座長を務められ、国土強靭化基本法成立に大きくご貢献されました。今

回も「今、求められるインフラ政策の大方針」として、現在問題となっている建設業の供給力不足に

ついて、あるべき対応について述べられています。

　その他、当社のコンサルタント重点3事業分野である、ストックマネジメント事業、防災・減災事

業、低炭素社会づくり事業について、代表的な事業を取り上げ、またコンサルタント事業以外のも

のとして、マネジメント事業を取り上げております。また末稿では私なりに建設コンサルタントの

経営評価を行いました。

　さて、現在公共事業を取り巻く市場環境は、一時に比べれば明るさを増したと言えるでしょう。

27年度以降の公共事業費がどのような傾向になるのか、今後の予算編成が注目されるところです

が、前述した国土強靭化基本法や改正された公共工事品確法などが、公共事業費確保において大き

く寄与されることを期待しております。我々は再び必要な公共事業が削減され続ける時代に戻る

ことの無いように、さらなる技術の研鑽を積み公共事業の迅速かつ効率的な執行に貢献し、その上

で言えることは堂々と世の中に発信していく、といった役割も本テクニカルレポートは担ってい

ると考えております。

　最後になりますが、微力ながら、技術的なご報告をさせていただくことで、機会を与えていただ

いた恩返しの一部になればと思います。「公共投資に創造力」を社是に、これからも皆様のお役に立

てるよう努力いたします。今後ともご指導のほど、よろしくお願い申し上げます。
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㈱新日本コンサルタント 代表取締役社長　市森 友明

建設業の供給力を増進すべき

　アベノミクス「第二の矢」の執行と国土強靱化の本格的推進──安倍内閣が進めるこの二つの政

策方針の影響を受け、今、建設業界、インフラ産業を巡る環境は大きく変化した。

　そして今、俄に新聞等のメディア上で、様々な論説員やエコノミスト達が口をそろえて喧伝しは

じめたのが「建設業界の供給力不足問題」である。

　そもそもデフレによる民需の縮小と、政府の緊縮財政のダブルパンチを受け、全国の建設需要

は、かつては官民合わせて80兆円以上あったにも関わらず、半分以下の40兆円程度にまで激減して

しまった。結果、多くの建設企業が倒産し、建設企業数は2割弱減少し、就業者も3割弱減少した。そ

んな中で、安倍内閣にて俄に建設需要が増加したため、その需要に、建設業界が容易に対応するこ

とができない状況となった。

　この問題について、メディア上では、次の様な大きく異なる二種類の意見が見られている。一つ

は、「供給力不足だから、これ以上建設投資を増やしても意味がない。建設投資を減らすべきだ」と

いう意見である。例えば、早稲田大学の原田泰氏などは、こういう議論を様々なメディアで主張し

ている。

　もう一つの意見は、「供給力不足だが、必要な公共投資は進めるべきである。したがって、供給力

を上げるべきだ」という意見である。この意見は、例えば、明治大学の飯田泰之氏などが、メディア

上で議論している。

　要するに、供給力不足に対して、「需要を削れ」という意見と「供給力を上げよ」という両者の意見

があるわけだが、この論争に対する「理性的」な決着の付け方は、至って簡単である。公益の視点か

らなすべき公共投資が「無い」のなら公共投資を減らせばいいし、「ある」のなら、建設供給力を増強

すればいい、というだけの話である。

　そして現状を鑑みれば、今の日本には、国民、国家のためになさねばならぬ建設投資が目白押し

である事は、火を見るよりも明らかなのだ。

　震災復興事業、東京五輪の対策、インフラ老朽化対策、そして、何百兆円もの被害が想定されてい

る首都直下地震、南海トラフ地震に対する国土強靱化に関わるインフラ投資等、いずれも、迅速に

対応すべき事業であることは明白だ。これに加えて、近年における日本の国際競争力の低下に歯止

めをかけるためにも、リニアをはじめとした各種新幹線整備や、国際空港の拡張や空港アクセスの

増強、港湾や道路の整備水準の向上など、何十年もの間議論され続けてきた各種インフラの必要性

も、今日低下しているどころか、ますます増進していることもまた、間違いない。
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今、求められるインフラ政策の大方針
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